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１．はじめに 

平成 21 年の国土交通省告示第 1007 号により建設省告示第 1728

号が改正され加圧防煙に関する内容が規定されたが（以降、当該告

示の加圧防煙に関する部分を告示という。）、当該告示では遮煙開口

部（遮煙対象とする開口部で、当該告示では付室－隣接室間開口部

を指す。）における風速が与えられているだけで、その風速を確保す

るために必要な給気風量の算定方法が定められていない。つまり必

要風速を確保するための考え方が明らかでないために、設計条件に

よっては規定の風速が確保されない恐れがある。その反面、安全を

確保しながらコスト面においても合理的な煙制御方法とできる可能

性もある。 

日本建築学会近畿支部防災計画部会及び加圧防煙研究会では、付

室加圧煙制御の望ましい運用のために、告示に関連する課題をどの

ように考え扱ったら良いか検討を行い、報告書としてまとめた 1）。

本報告は、その告示の考え方の読み解きと、告示による付室加圧煙

制御設計の手順について、内容の整理と改良を加えて報告する。 

 
２．告示で想定しているシナリオ 

告示では、付室に機械給気を行い付室－隣接室間の開口部におい

て遮煙を達成することを目的とする。そのため、隣接室の火災時の

想定温度を与えた上で、遮煙開口部における遮煙風速を考える必要

がある。隣接室は、火災発生の恐れの少ない廊下である場合と、火

災室となる室（告示では一般室と呼ばれている。）である場合がある。 

告示の遮煙風量は‘加圧防排煙設備の設置及び維持に関する技術 

 

上の基準（平成 21 年消防庁告示第 16 号）と値を調整して出された

が、消防庁告示第 16 号に関連する検討では火災室で 24MW の発熱を

想定し、火災室温度はその規模により 297～945℃になると試算して

いる 2）。告示において、火災室となる一般室では盛期火災を想定し、

その温度を 800℃と仮定していることは、この試算の値も考慮にあ

ると考えられる注 1）。 

告示で規定される必要排出風速 V を基に隣接室の温度を逆算する

と、次のように整理することができる（図 1）。 

①隣接室が火災室である（一般室が付室に直接面している）場合は、

盛期火災時の温度として 800℃を想定する。 

隣接室は非火災室であるが、一般室－隣接室間の扉が防火性能を 
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図 1 付室加圧告示が想定している火災条件 
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持たない場合は、火災により扉が破壊され火災室からの高温ガス

が隣接室に流入するとみなしてこの場合も 800℃を想定する。 

②隣接室は非火災室であるとしても、一般室－隣接室間の扉が防火

設備の場合は、火災による扉の熱変形や隙間からの漏れなどによ

る温度上昇を考慮して 400℃を想定する。 

③隣接室は非火災室であり、一般室－隣接室間の扉が特定防火設備

の場合、火災による扉の熱変形や隙間からの漏れなどが少ないと

みなして 200℃を想定する。 

設定温度の算定根拠は、3 章 3.1 節で示す。 

 
３．告示の考え方の読み解き 

本章は、告示に示されている規定の根拠を考察する。告示におい

ては、遮煙開口部における排出風速は常温時の排出風速として示さ

れており、これは建物完成時の性能確認が常温でしか行い難いこと

を考えると便利な方法である。しかし、高温時における実際の気流

の動きがどのような条件下で起きているのか設計者に意識されにく

いという欠点もある。このことからここでは高温時における遮煙に

必要な排出風速からの考察とする。 

3.1 遮煙開口部における風速、流量の考え方（遮煙条件の算定） 

遮煙開口部において遮煙を達成するには、遮煙開口部で図 2 のよ

うな圧力分布が達成されればよい。すなわち、開口上端で加圧側の

圧力が 0 以上となるこ

とである。その時必要

な風速と流量は以下の

ようにして求められる。

なお、消防隊員が消防

活動のために扉を開く

ときの幅が 0.6m 程度とされていることから 2）、火災時の遮煙開口部

の扉幅は 0.6m と設定する。遮煙開口部における風速は、2 章の想定

温度と遮煙開口部の扉幅を用いると説明できる。 

(１)隣接室高温時の遮煙開口部における必要風速 

温度差のある 2 室間の開口部で遮煙するときに、図 2 左のような

圧力分布となる流量[kg/s]は以下となる。 

2/32
3
2 HgBm LSS      (1) 

この場合の風速は高さ方向で変化するが、図 2 右のように両室を等

温と考えて同流量を確保するための風速を平均風速[m/s]とすると、 

  SLSS VHBm      (2) 

と表せるので、これらの式から平均風速は以下となる。 

L
S

HgV
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3
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    (3) 

ここに  は開口の両側の室間における気体の密度差である。隣接

室の想定温度 ST 800℃、400℃、200℃、及び付室温度 20℃に対応

する密度[kg/m3]を、 

)273(353 SS T    (4) 

から求め、その値を式(3)に代入して必要平均風速[m/s]を求めると、 

800℃のとき、 HVS 5.2       

400℃のとき、 HVS 2.2    (5) 

200℃のとき、 HVS 8.1  

となる。遮煙開口部の必要平均圧力差 3）[Pa]を求めると以下となる。 

800℃のとき、 HVP SLS 75.32/2   （ 800P ）    

400℃のとき、 HVP SLS 90.22/2   （ 400P ） (6) 

200℃のとき、 HVP SLS 94.12/2   （ 200P ） 

(２)隣接室常温時の遮煙開口部における必要風速 

式(2)より、遮煙に必要な開口流量 Sm は、 

  SLSLSS VHVHBm  )6.0(   (7) 

となる。しかし、告示では必要風速の確認を 4.0nB [m]で行うこと

になっているので、常温時の遮煙開口部における風速を nV [m/s]と

すると、常温時の遮煙開口部における流量 nm は、 

  nLnLnn VHVHBm  )4.0(   (8) 

となる。 Sn mm  とすることが必要であることから、式(7)(8)より、 

Sn VV
2
3

     (9) 

これから遮煙開口部を通過する排出風速 nV [m/s]は以下となる。 

800℃のとき、 nV =(3/2)× H2.5 = H8.3     

400℃のとき、 nV =(3/2)× H2.2 = H3.3  (10) 

200℃のとき、 nV =(3/2)× H1.8 = H2.7  

検査時にはこれらの風速がとれているかを確認すればよい。告示で

は、これらの値が遮煙開口部を通過する排出風速としており、2 章

①～③で示した設定温度が想定されていることが分かる。 

また、遮煙開口部における必要体積流量[m3/s]は以下となる。遮

煙開口部は平面的開口であるので、流量係数α=0.7 とする。 

nnnnn HVVHVHBS 28.0)4.0(7.0)(     (11) 

3.2 空気逃し口の開口面積の考え方 

高温時に付室から隣接室への空気量が、隣接室に設けた空気逃し

口及び機械排煙設備から排出されるとすると、流量収支の関係は、 

ePS mmm      (12) 

eSPSSL SSS      (13) 

SS は遮煙開口部の通過流量[m3/s]、SP は空気逃し口の通過流量、Se

は機械排煙による排出量である。空気逃し口の通過流量 SＰは、 

eS
S

L
P SSS 




    (14) 

空気逃し口の開口面積 APは、空気逃し口の通過流量 SPの関係式、 

COSPPS PAS   2    (15) 

CO

S
PP P

SA



2


     (16) 

式(14)を式(16)に代入すると、 












 eS

S

L

CO

S
P SS

P
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   (17) 

SS = Sn であるから、常温時の遮煙開口部の流速 Vn を用いて空気逃

し口の開口面積を表すには、式(11)を式(17)の SSに代入すればよい。

隣接室 800℃のときの空気逃し口の開口面積は、 








  enP SHVA 28.0
33.0
2.1

)6.19(2
33.0

9.10
en SHV 

  (18) 

ここで、空気逃し口における圧力差 COP の上限は、遮煙性能を有す

る防火設備の構造方法（S46 年建告示第 2564 号）に倣い、19.6Pa

としている。空気逃し口の実質開口面積 PA [㎡]は次式で与えられ、

HmS, SS

空気逃し 

      隣接室 付室

      （廊下） 遮煙       

機械給気

H
ρLρC

WL
mS, SS

BS

図 2 隣接室高温時の遮煙状況

ML
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これが告示に規定されていると考えることができる。 

79.107.0
enen

p
SHVSHV

A






    (19) 

3.3 遮煙開口部扉の開放障害防止のための圧力調整開口の考え方 

付室扉の開放障害の発生を防ぐために、遮煙開口部の戸の部分に

ガラリその他の圧力調整装置を設けるか、もしくは遮煙開口部に近

接する部分に圧力調整ダンパーを設けることと規定されている。戸

に設ける圧力調整装置とはレバーハンドルを押すことにより圧力差

に関係なく開放されるパニックドアなどを指すと考えられるので、

ここでは、圧力調整のためのダンパーを設ける場合の開口面積の算

定方法について示すこととする。 

遮煙開口部の扉が閉鎖し

ているときに扉に流れる流

量を dm とすると、圧力差

dP [Pa]は、遮煙開口部の

圧力調整ダンパーの有効開

口面積をαAdmp、扉閉鎖時の

扉 の 有 効 開 口 面 積 を α

Ad.closeとして、 

 2.

2

2 closeddmpL

d
d AA

m
P

 
    (20) 

扉を開放するのに必要な力 F [N]はヒンジ周りの回転モーメント

[N･m]の釣り合いから、 

)2( dddDCd BAPMFB     (21) 

式(21)を圧力差 dP について整理すると、 dB 及び dA は常に正であ

ることから、扉を開放できる圧力差 dP の条件は以下となる。 

dd

DCd
d BA

MFB
P

)(2 
    (22) 

扉の開放障害を防止するために設ける圧力調整ダンパーの有効開口

面積αAdmpは、式(20)から、 

closed
dL

d
dmp A

P

m
A .

2



 


    (23) 

告示においては、遮煙開口部閉鎖時の扉の隙間 closedA . を無視し、

さらに、扉に流れる流量は遮煙開口部の通過流量 SS [m3/s]であると

考えるとする。ドアクローザーの抵抗モーメント DCM を 40[N･m]、

開放に必要な力の許容値 F を 100[N]、扉寸法を dB ＝1.0[m]、H ＝

2.0[m]とすると、扉の開放障害を生じさせないための圧力差の条件

は式(22)から、 

60 dP     (24) 

また、圧力調整ダンパーの有効面積 dmpA は式(23)から、 

S
dL

SL
dmp S

P

S
A

10
1

2








    (25) 

遮煙開口部の通過流量 SS は式(11)なので、式(25)に代入すると次式

となり、これが告示に規定されていると考えることができる。 

HV
HVHV

A n
nn

dmp 04.0
)7.0(10

28.0
10
28.0




  (26) 

 

４．告示による付室加圧煙制御設計の手順 

設計手順をフローに表すと図 4 のようになる。 

告示では遮煙開口部における通過流速を定めているが、実際には

付室から階段その他の空間への漏れが発生するため、これらの損失

を見込んだ量を給気量として設計する必要がある。以下に、漏れ量

を見込んだ付室への必要給気量の決定方法の手順を示す。 

4.1 付室加圧煙制御システムのタイプ分け（手順 1） 

告示に基づく付室加圧煙制御システムでは、付室に機械給気する

点は一般的な加圧煙制御方式に共通であるが、空気逃し口を隣接室

または一般室に設ける点が特徴的である。空気逃し口は隣接室また

は一般室のいずれかで良い訳であるが、両方に設ける方が有利な場

合も皆無とは言えない。また、階避難のために機械排煙が設けられ

る場合は、これを全館避難が対象の付室加圧煙制御システムの空気

逃しに兼用することも考えられる。この場合、竪ダクトと水平ダク

ト間は常時閉鎖の防火ダンパーで遮煙されており、火災時には出火

階のみで排煙のため開き、その後は閉鎖しないシステムとなる。本

報告では、空気逃し口

として働くものとして、

自然換気タイプと上記

のようなダンパー非閉

鎖の機械排煙設備も含

めて対象とする。これ

らを考慮して、建物の

状況に応じたシステム

を網羅したものを表 1

に示す。表中では細か

く分類しているが、空

気逃し口有りを O、空

気逃し口無しを N、機

械排煙ありを S とし、

排煙停止後に空気逃し

口として機能する機械

排煙 o も'空気逃し口

有り'と、排煙が止まる

ことにより空気逃しが

無しになる機械排煙 n も'空気逃し口無し'と各々みなしてまとめれ

ば、可能なシステムのタイプの数は O，O－O，O－N，N－O，O－S，N

－S の 6 種類 14 タイプ（表 1 網部）を考えればよい。 

4.2 遮煙条件の算定（手順 2） 

図 3 遮煙開口部の扉の 

開放障害防止の考え方 

B d

MDC

ΔP dA d

扉を開放する力

扉に加わる力

ドアクロ－ザーの
抵抗モーメント

F

 手順 1 付室加圧煙制御システムのタイプ選択 

END 

手順 2 遮煙条件の算定   （告示のＶ） 

手順 3 空気逃し口の設計 （告示のＡp） 

手順 4 付室給気量の算定 

手順 5 圧力調整開口の設計（告示のＡdmp） 手順 5’扉開放力のチェック（100Ｎ以下）

図 4 付室加圧煙制御設計の手順フロー 

表 1 可能な空気逃しの組み合わせ 
O

ﾀﾞﾝﾊﾟｰ非閉鎖 o
ﾀﾞﾝﾊﾟｰ閉鎖 n

N

ﾀﾞﾝﾊﾟｰ
非閉鎖

ﾀﾞﾝﾊﾟー
閉鎖

O-O O-o O-n O-N
ﾀﾞﾝﾊﾟｰ非閉鎖 o-O O-o O-n o-N
ﾀﾞﾝﾊﾟｰ閉鎖 n-O n-o n-n n-N

N-O N-o N-n N-N

ﾀﾞﾝﾊﾟｰ
非閉鎖

ﾀﾞﾝﾊﾟー
閉鎖

O-O O-S O-n O-N
ﾀﾞﾝﾊﾟｰ非閉鎖 o-O o-S o-n o-N
ﾀﾞﾝﾊﾟｰ閉鎖 n-O n-S n-n n-N

N-O N-S N-n N-N

O-O O-N
ﾀﾞﾝﾊﾟｰ非閉鎖 o-O o-N
ﾀﾞﾝﾊﾟｰ閉鎖 n-O n-N

N-O N-N

N：空気逃し口無し
o：停止後の機械排煙が空気逃し口として機能する場合
n：停止後の機械排煙が空気逃し口として機能しない場合
S：隣接室で、機械排煙が作動する場合
×：空気逃しが全く無いことになるため認められないﾀｲﾌﾟ
A－B ：Ａ一般室とＢ隣接室の空気逃し口の組み合わせ

O：自然換気ﾀｲﾌﾟの空気逃し口有り

空気
逃し口

自然換気ﾀｲﾌﾟ有り O-S
機械
排煙

o-S
n-S

無し N-S

隣接室　200℃

一般室　800℃

空気逃し口

自然換
気ﾀｲﾌﾟ
有り

機械排煙
無しﾀﾞﾝﾊﾟｰ

非閉鎖

隣接室　400℃

一般室　800℃

空気逃し口

自然換
気ﾀｲﾌﾟ
有り

機械排煙
無し

空気
逃し口

自然換気ﾀｲﾌﾟ有り
機械
排煙

無し

空気逃し口

自然換
気ﾀｲﾌﾟ
有り

機械排煙
無し

空気
逃し口

自然換気ﾀｲﾌﾟ有り
機械
排煙

無し

一般室(=隣接室)　800℃

空気
逃し口

自然換気ﾀｲﾌﾟ有り
機械
排煙

無し

隣接室　800℃

一般室　800℃
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遮煙開口部を通過する質量流量  nS mm  は、告示に定められた遮

煙開口部の排出風速 nV (式(10)）を用いて次のように整理できる。 

800℃のとき、   2/31.28=)8.3(2.14.07.0 HHHmS      

400℃のとき、   2/31.11=)3.3(2.14.07.0 HHHmS   (27) 

200℃のとき、   2/30.908=)7.2(2.14.07.0 HHHmS   

この値以上になるように遮煙開口部の通過流量を設定すればよい。

また、遮煙開口部における必要平均圧力差は、式(6)から求める。 

4.3 空気逃しの開口面積 Apの算定（手順 3） 

空気逃し口の必要開口面積 Apを、式(19)を用いて算定する。 

空気逃し口は、一般室と隣接室のどちらかもしくは両方に設置す

る、と定められていることから、 

PCORO AAA ≧     (28) 

となるように空気逃し口の開口面積を設計することになる。 

4.4 付室への給気量の算定（手順 4） 

図 5 より付室周りの流量収支及び開口流量と平均圧力差の関係は、

LP を同じ高さの外気を基準とした付室圧力[Pa]とすると、 

LOLFLSSL mmmmM     (29) 

LLLSLS PAm  2 （付室－階段室間）  (30) 

LLLFLF PAm  2 （付室－非常用ＥＶ間） (31) 

LLLOLO PAm  2 （付室－外部間）  (32) 

となる。ただし、階段室及び非

常用ＥＶの圧力は外気と同等と

する。遮煙開口部の通過流量 sm

以外の各漏れ量を求めるには、

LP を知る必要がある。 LP は外

気を基準とした隣接室圧力 CP

と遮煙開口部の圧力差 SP を使って、 

SCL PPP      (33) 

となるが、実際には一般室と隣接室のどちらかもしくは両方に空気

逃し口が設置されるため、一般室と隣接室周りの流量収支、及び空

気逃し口の開口流量と平均圧力差の関係は、 

CRS mmm      (34)  

RORROR PAm   2 （一般室の空気逃し口） (35) 

COCCOC PAm   2 （隣接室の空気逃し口） (36) 

となり、これら空気逃し口の影響を加味した圧力関係の計算が必要

となる。そこで、下記のどちらかの方法で求められる。 

①空気逃し口の開口面積 ROA 、 COA を与えて、一般室や隣接室の圧

力 ROP 、 COP を求めたうえで、付室圧力 LP を求める。 

②付室圧力 LP を与えて一般室や隣接室の圧力 ROP 、 COP を求めた

うえで、空気逃し口の必要開口面積 ROA 、 COA 及び排出流量 Rm 、

Cm を求める。 

なお、空気逃し口の設置タイプ別の計算方法を、次の章に示した。 

式(30)～(32)を用いて各漏れ量を算定し、式(29)を用いて付室へ

の給気量を算定する。 

4.5 圧力調整開口の設計、扉開放力のチェック（手順 5・5’） 

圧力調整開口の必要開口面積 dmpA は式(26)を用いて算定する。も

しくは、式(20)(21)より、扉開放力 F が 100[N]以下となるように

dmpA を設定する。 

 

５. 付室への必要給気量のタイプ別計算方法 
付室への必要給気量のタイプ別計算方法を表 2 に示す。 

告示では、遮煙開口部での必要風量が体積流量として与えられて

いるが、付室への必要給気量を計算する場合は隣接室や一般室の温

度が関係するため、温度が異なる系での流量を扱う場合に体積流量

では不便が生じる。そこで、このような温度差のある空間での扱い

に便利な質量流量を用いる。 

5.1 タイプ別計算方法の補足 

a.各温度の(O－O)タイプの補足 

隣接室の温度をT ℃として、付室及び廊下の圧力PL、PCの関係は、 

CRRC

TCL

PPP
PPP




    (37) 

隣接室の圧力 PCに関して、 

 

表 2 付室への必要給気量のタイプ別計算方法(1) 

図 5 付室周りの流量関係

  階段

   一般室     隣接室

    （廊下）     （廊下）

付室 非ＥＶ   
P L

M L

m L

m LF

m LS

mS

ρ C

ρ L
P C

ΔP S

m C

ρ R

m R

mLO

タイプ 
①空気逃し口面積 ARO、ACOを与えて 

付室圧力 PLを求める方法 

②付室圧力 PLを与えて 

空気逃し口面積 ARO、ACOを求める方法 

800P隣接室（一般室） 付室 階段

800℃
LP

ROP

Rh
800m800m

ROA

機械排煙停止 ダンパー非閉鎖

 

800800 PghPP RROL    

ただし、
 2800

2
800

2 RO
RO A

mP


  
RO

RO
P

mA



800

800

2
 

ただし、 RLRO ghPPP 800800   

隣接室 付室 階段一般室

800℃800℃
Rh

LP800m
800m 800m

ROP

CRP 800PROA
CRA

機械排煙停止 ダンパー閉鎖

 

800800 PPghPP CRRROL    

ただし、
 2800

2
800

2 RO
RO A

mP


  

 2800

2
800

2 CR
CR A

mP


  

RO
RO

P
mA




800

800

2
 

ただし、 RCRLRO ghPPPP 800800 

 2800

2
800

2 CR
CR A

mP


  

隣接室 付室 階段一般室

800℃ T℃防
or
特Rh

LPTmTm
Tm

ROP

CRPROA
TP

 

T 400℃または 200℃のとき 

TCRRROL PPghPP  800  

ただし、
 2800

2

2 RO

T
RO A

mP


  

CRCR HP 75.3  

T 400℃または 200℃のとき 

RO

T
RO

P
mA




8002
 

ただし、 RCRTLRO ghPPPP 800

CRCR HP 75.3  

 

タイプ A800(O) 

タイプ B800(O-N) 

タイプ B400(O-N)・B200(O-N) 
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表 2 付室への必要給気量のタイプ別計算方法(2) 

タイプ 
①空気逃し口面積 ARO、ACOを与えて 

付室圧力 PLを求める方法 

②付室圧力 PLを与えて 

空気逃し口面積 ARO、ACOを求める方法 

隣接室 付室 階段一般室

800℃ 800℃
Rh Ch

LP800mRm Rm

Cm

COP

CRP

ROP

CP

800P

 

タイプ B800(O-O) 

式(41)(42)を式(39)に代入すると、 

 

   2800

2

8002
800

2

8002
800

2

22

2

CR

R
R

RO

R

C
CO

C

A
mgh

A
m

gh
A

m













これに式(40)を代入すると、 

 
 

    R
CRRO

C

C
CO

C

gh
AA

mm

gh
A

m

80022
800

2
800

8002
800

2

11
2

2

























となるので、これを mCについて解き、その

値を用いて、 

 2800

2

2 CO

C
CO A

mP


  

800800800 PghPPPP CCOCL  

RO

R
RO

CO

C
CO

P
mA

P
mA







800

800

2

2




 

ただし、 800PPP LC   

RCRCRO

CCCO

ghPPP
ghPP

800

800







 

とし、5.2 節 c に示す範囲で設定する。 

もし空気逃し口の一方の面積、例えば ARO

が確定しているなら（ACOについても同様）、

ROROR PAm  8002  

CO

R
CO

P
mmA





800

800

2
 

隣接室 付室 階段一般室

800℃ T℃防
or
特Rh

Ch

LPTmRm Rm

ROP
COP

CRP

Cm

CP

TPROA

COA

 

タイプ B400(O-O)・B200(O-O) 

T 400℃または 200℃のとき 

式(41)(43)を式(39)に代入すると、 

 

  CRR
RO

R

CT
COT

C

Hgh
A

m

gh
A

m

75.3
2

2

8002
800

2

2

2











 

これに式(40)を代入すると、 

 
 

  CRR
RO

CT

CT
COT

C

Hgh
A
mm

gh
A

m

75.3
2

2

8002
800

2

2

2












 

となるので、これを mCについて解き、その

値を用いて、 

 2
2

2 COT

C
CO A

mP


  

TCTCOTCL PghPPPP    

T 400℃または 200℃のとき 

RO

R
RO

COT

C
CO

P
mA

P
mA







8002

2




 

ただし、 TLC PPP   

RCRCRO

CTCCO

ghHPP
ghPP

80075.3 





 

とし、5.2 節 c に示す範囲で設定する。 

T 400℃または 200℃のとき 

もし空気逃し口の一方の面積、例えば ARO

が確定しているなら（ACOについても同様）、

ROROR PAm  8002  

COT

RT
CO

P
mmA





 2
 

隣接室 付室 階段一般室

800℃ T℃
一
or
防
or
特

Ch

LPTm

Tm
COP

TP

COA

 

タイプ B800(N-O)・B400(N-O)・B200(N-O) 

T 800℃または 400℃または 200℃のとき

TCTCOL PghPP    

ただし、
 2

2

2 COT

T
CO A

mP


  

T 800℃または 400℃または 200℃のとき

COT

T
CO

P
mA



 2

 

ただし、 CTTLCO ghPPP   

隣接室 付室 階段一般室

800℃ T℃防
or
特

Rh Ch
LPTm

CM

Rm Rm

ROP

CRP
TPROA

機械排煙作動 ダンパー非閉鎖

 

タイプ B400(O-S)・B200(O-S) 

T 400℃または 200℃のとき 

TCRRROL PPghPP  800  

ただし、
 

 2800

2

2 RO

CT
RO A

MmP



  

CRCR HP 75.3  

T 400℃または 200℃のとき 

RO

CT
RO

P
MmA





8002
 

ただし、 RCRTLRO ghPPPP 800

CRCR HP 75.3  

とし、5.2 節 c に示す範囲で設定する。 

隣接室 付室 階段一般室

800℃ T℃防
or
特

Ch

LPTm

CM

TP

LM

 

タイプ B400(N-S)・B200(N-S) 

T 400℃または 200℃のとき 

これらのタイプでは、MC>mTの場合だけ実施が可能となるが、付室を負圧にするのは給気の

一部を隙間からの流入に依存することになり望ましくないため、給気量 MLは、 

CL MM   

とする。（なお、一般室にガラス窓があれば 800℃では破損すると考えられるので、実際に

は一般室に空気逃し口がある場合の［B400(O－S）］・［B400(O－S）］になると考えられる）
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RROR

CTCOC

ghPP
ghPP

800





    (38) 

これから、 

CRRROCTCO PghPghP  800    (39) 

流量に関して、 

TRC mmm      (40) 

空気逃し口の圧力差と流量の関係は、 

 

 2800

2

2

2

2

2

RO

R
RO

COT

C
CO

A
mP

A
mP









    (41) 

隣接室と一般室の間の圧力差の関係は扉の仕様で異なる。扉が一

般扉の場合（隣接室温度 800℃）には、その扉全体が燃え抜けるこ

とも想定して扉面積に応じた圧力差が生じると考え、以下となる。

ただし、壁の燃え抜けは想定していない。 

 2800

2

2 CR

R
CR A

mP


    (42) 

また、扉が防火設備もしくは特定防火設備の場合（隣接室温度 400℃

もしくは 200℃）には、隣接室と一般室の間の開口流量 mRのときに

当該扉でも遮煙できる最大の圧力差を確保すると考え、以下となる。 

　CRCR HPP 75.3800     (43) 

なお、この場合に想定する隣接室－一般室間の開口部面積は、 

)75.3(2 CRT

R
CR

H
mA

・
    (44) 

となる。この開口部面積がこれより小さくなると、圧力差はさらに

大きくなり、遮煙条件はより充分になる。一方、この開口部面積が

これより大きくなると、この開口部での遮煙は困難となるが、付室

－隣接室間での遮煙条件はさらに強固なものとなる。 

b.各温度の(O－S)タイプの補足 

(O－S)タイプの場合、(O－O)タイプの mCが機械排煙による MCに置

き換わることになる。 

隣接室の温度を T ℃として、質量保存式から、 

TRC mmM      (45) 

ただし、 CM は機械排煙量[kg/s]で、 CTC VM  （VC：体積排煙量

m3/s）である。 

c. (O－O)タイプ及び(O－S)タイプの②の場合の補足 

一般室の空気逃しが設けられるのは有効な排煙が不足する場合と

思われるので、ここでは mC＜m800、すなわち mR＞0 を想定している。

mR＜0 のような条件は火災室から隣接室への煙の侵入を増加させる

ことになるため、以下の式を満たす範囲でmC及びmR、PLを設定する。 

TRC mmm      (46) 

TC mm      (47) 
0800  RCRTCRO ghPPPP    (48) 

 

６.おわりに 

告示の考え方の読み解きを示し、告示による付室加圧煙制御設計

の手順を示した。今後の課題として、必要給気量への空気逃し口の

高さ位置の影響、火災室温度が想定温度に至らない場合の必要給気

量への影響と機械排煙時の一般室・隣接室の扉の開放障害、排煙フ

ァンが停止した後の排煙ダクトの空気逃しとしての扱い、等がある。

これらの検討を続け、その成果を引き続き報告したいと考えている。 
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【本報告で用いる記号】 dA ：遮煙開口部の扉面積[m2]、 COA ：隣接室に設

ける空気逃し口の有効開口面積[m2]、 ROA ：一般室に設ける空気逃し口の有

効開口面積[m2]、 pA ：隣接室における空気逃し口の有効開口面積[m2]、

dmpA ：遮煙開口部に設ける圧力調整装置の有効開口面積[m2]、 closedA . ：遮

煙開口部の扉を閉鎖したときの扉隙間の有効開口面積[m2]、 LSA ：階段室扉

の有効面積[m2]、 LFA ：非常用エレベーター入口の有効面積[m2]、 LOA ：

付室－外気間隙間の有効面積[m2]、 dB ：遮煙開口部の扉の幅[m]、 SB ：隣接

室高温時に遮煙する際、遮煙開口部の扉幅[m]、 nB ：常温時の遮煙開口部の

扉幅[m]、F ：扉の開放に必要な力の許容値[N]、g：重力加速度[kg/s2]、 Rh ：

付室－隣接室間扉の中心高さを基準（基準高さ）とし、基準高さから一般室

に設けた空気逃し口の中心までの高さ（中心位置高さ）[m]、 Ch ：基準高さ

から隣接室に設けた空気逃し口の中心位置高さ[m]、 H ：遮煙開口部の開口

高さ[m]、 Sm ：隣接室高温時に遮煙する際、遮煙開口部を通過する質量流量

[kg/s]、 nm ：常温時の遮煙開口部を通過する質量流量[kg/s]、 Pm ：隣接室

の空気逃し口を通過する質量流量[kg/s]、 em ：隣接室の機械排煙設備から

排出する質量流量[kg/s]、 Rm ：一般室に設けた空気逃し口から外気への流

量[kg/s]、 Cm ：隣接室に設けた空気逃し口から外気への流量[kg/s]、 LSm ：

付室から階段室への漏れ量[kg/s]、 LFm ：付室から非常用エレベーターへの

漏れ量[kg/s]、 LOm ：付室の建物隙間から外部への漏れ量[kg/s]、 dm ：遮

煙開口部の扉閉鎖時に扉にかかる流量[kg/s]、 LM ：付室への給気量[kg/s]、

CM ：隣接室に設ける機械排煙量[kg/s]、 DCM ：ドアクローザーの抵抗モー

メント[N･m]、 LP ：付室の圧力[Pa]、 CP ：隣接室の圧力[Pa]、 SP ：隣接室

高温時に遮煙する際、遮煙開口部の圧力差[Pa]、 )0(SP ：隣接室高温時に遮

煙する際、遮煙開口部の床面圧力差[Pa]、 nP ：常温時の遮煙開口部の圧力

差[Pa]、 CRP ：一般室－隣接室間の開口における圧力差[Pa]、 dP ：遮煙開

口部の圧力差[Pa]、 SS ：隣接室高温時に遮煙する際、遮煙開口部を通過する

体積流量[m3/s]、 nS ：常温時の遮煙開口部を通過する体積流量[m3/s]、 pS ：

隣接室高温時に遮煙する際、空気逃し口を通過する体積流量[m3/s]、 eS ：隣

接室高温時に遮煙する際、機械排煙量[m3/s]、 SV ：隣接室高温時に遮煙する

際、遮煙開口部の通過風速[m/s]、 nV ：常温時の遮煙開口部の通過風速[m/s]、

V ：告示に定める、遮煙開口部の通過風速[m/s]、 eV ：告示に定める、一般

室もしくは隣接室に設ける機械排煙量[m3/s]、 L ：付室の密度[kg/m3]、 S ：

隣接室の密度[kg/m3] 
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